
造船・舶用工業分野における特定技能外国人の受入れについて

○ 昨年12月８日、臨時国会において「出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律」が成立。
一定の専門性・技能を有し、即戦力となる外国人材を受け入れるため、新たな在留資格「特定技能」が４月に創設。

○ これまで海事局は、関係省庁等と調整を行ってきており、昨年12月25日、特定技能外国人を受け入れる分野が具体
的な運用を定める分野別運用方針について、「造船・舶用工業分野における特定技能の在留資格に係る制度の運用に
関する方針」が閣議決定。

○ 本年4月より、本制度のもとで造船・舶用工業分野については、「溶接」「塗装」「鉄工」「仕上げ」「機械加工」
「電気機器組立て」の6つの業務区分において外国人材の受入れが可能。

○ 一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人材
○ ある程度日常会話ができ，生活に支障がない程度の日本語能力を有することが基本

○ 生産性の向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお，外国人材の受入れが必要と認められる分野

○ 「特定技能１号」の外国人材に対し，受入れ機関又は登録支援機関において，我が
国での活動を安定的・円滑に行うことができるようにするための日常生活上，職業生
活上又は社会生活上の支援を行う

２．受入れ対象者

３．外国人材への支援

在留資格「特定技能」の創設

○ 新たな在留資格として，人手不足分野において、相当程度の知識又は経験を必要とする技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格「特定
技能１号」と，同分野において熟練した技能を要する業務に従事する外国人向けの在留資格「特定技能２号」を新設する

○ 受入れ機関は，所要の基準に適合した契約を締結し，当該契約の適正な履行を確保するなど所要の基準を満たさなければならない

○ 登録支援機関は，所要の基準を満たした上で，出入国在留管理庁長官
の登録を受けて支援を行う

５．登録支援機関

１．受入れ対象分野

○ 「特定技能１号」は，在留期間の上限を通算５年とし，家族の帯同を
基本的に認めない

６．その他

４．受入れ機関

造船・舶用工業分野において受入れる外国人材

＜特定技能１号＞
業務区分： 溶接、塗装、鉄工、仕上げ、機械加工、電気機器組立て
対象者 ： 技能実習２号修了者

日本海事協会が実施する試験する試験等の合格者

＜特定技能２号＞
業務区分： 溶接
対象者 ： 日本海事協会が実施する試験の合格者であって、

監督者としての実務経験を２年以上有する者



造船・舶用工業分野における新たな外国人材の受入れ

平成３０年１２月８日、臨時国会において「出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律」が成立し、一定の専門性・技能
を有し、即戦力となる外国人材を受け入れるため、新たな外国人材の受入れ制度「特定技能制度」が平成３１年４月１日に創設。
造船・舶用工業分野は、14ある受入対象分野の１つとなっている。

＜造船・舶用工業分野特定技能１号試験（仮称）＞
○実施主体： （一財）日本海事協会
○実施回数： 随時（国外及び国内で実施）
○開始時期： 令和元年度内予定
※溶接以外（塗装、鉄工、仕上げ、機械加工、電気機器組立て）は
技能検定３級も可。
＜造船・舶用工業分野特定技能２号試験（仮称）（溶接）＞
○実施主体： （一財）日本海事協会
○実施回数： 随時（国内で実施）
○開始時期： 令和３年度内予定
※試験合格に加えて、監督者としての実務経験を２年以上有する
ことを要件。

技能水準の評価方法

○設置趣旨： 特定技能外国人の適正な受入れを図るとともに、各地域に

おける必要な特定技能外国人の受入れの確保に関する協
議等を行う。

○設置時期： 平成３１年３月２９日第１回協議会開催
○構成員 ： 国土交通省（事務局）、業界団体、試験実施機関、特定技能

所属機関、登録支援機関、関係省庁（法、警、外、厚）、有識
者

○開催頻度： 原則として３月に１回（持ち回りによる開催含む）

業務内容

溶接

塗装

鉄工

仕上げ

舶用エンジンの部品のはめ合わせやプロペラの部品の表面粗さ、
表面性状等の向上

機械加工

船舶エンジンの部品等の切削加工

電気機器組立て

船舶用配電制御システム（配電盤や制御盤等）の組立・配線や
試験の実施

造船・舶用工業分野特定技能協議会

鉄板を切断・加工し、船体を構成するブロックを
作るためのパーツの製造

・船舶の主要な構造材料である厚板を下向きで溶接（特定技能１号）
・船舶の主要な構造材料である厚板を上向きや横向き等高度な溶接
及び現場における監督（特定技能2号）

貝類の付着防止、防食、水との摩擦軽減のため、
船体に対して塗装

受入れ人数：１３，０００人を上限
雇用形態 ：直接雇用

受入れ人数・雇用形態


